
 資料 １ 

 

    

平成24年度環境省政策評価実施計画（案） 

 

平成24年 4月 1日 

環   境   省 

 

 「行政機関が行う政策の評価に関する法律」（平成13年法律第86号。以下「法」という。）第

7条第1項の規定及び「環境省政策評価基本計画」（以下「基本計画」という。）に基づき、環境

省の行う事後評価に関する実施計画を下記のとおり定める。 

 

記 

1 計画期間 

 本実施計画の計画期間は、平成24年 4月 1日から平成25年 3月31日までの1年間とする。 

 

2 計画期間において事後評価の対象とする政策 

  法第7条第2項第1号に規定する政策評価は、環境省が行う主要な政策のすべてを対象とし、共

通の方針を有する施策に含まれる目標のまとまりを単位として実施する。 

  具体的には、別添1の「環境省施策体系」に掲げる「施策と各施策に含まれる目標」を対象と

する。 

  租税特別措置等に係る政策については、期限の定めのない措置や10年以上にわたって存続し

ている措置から、計画的に対象とする。 

 

3 事後評価の方法等 

（1）評価方式 

   実績評価方式による評価を基本として実施する。 

（2）評価の実施方法等 

     実績評価方式による評価においては環境省政策評価基本計画に従い、評価対象の施策に含

まれる目標毎にあらかじめ設定した目標について、その達成状況を可能な限り客観的な指標

等によって測定を行い、施策に係る現状及び課題等の分析を踏まえて、評価を行う。 

  ① 「環境省施策体系」の各施策を実施する部局の総括課は、関係課室等と協力しつつ、別

紙１の様式による事前分析表を「環境省施策体系」に掲げる「各施策に含まれる目標」ご

とに作成し、別途政策評価広報課の定める期日までに提出する。 

   ② 「環境省施策体系」の各施策を実施する部局の総括課は、関係課室等と協力しつつ、別

紙２の様式による評価書を「環境省施策体系」に掲げる「各施策に含まれる目標」ごとに

作成し、６月中旬を目途別途政策評価広報課の定める期日までに政策評価広報課に提出す

る。 

    ただし、評価書の「施策に関する評価結果」欄中、「目標期間終了時点の総括」欄への

記入は、目標期間が終了した時点等に記入する他、別途定める別添２の「評価実施計画」

に基づき、施策ごとに重点的に評価すると定められた年度において記入する。 

   ③ 「環境省施策体系」の各施策を実施する部局の総括課は、行政事業レビューに係る実施

状況等を踏まえ、別紙３の様式による施策と達成手段の整理表を「環境省施策体系」に掲

げる「各施策に含まれる目標」ごとに作成し、別途政策評価広報課の定める期日までに提

出する。 

④ 政策評価広報課は、提出された各評価書等について各施策の総括課と連絡調整を図り、



 

 

必要であればヒアリングを行い、政策評価書（事後評価）（案）を作成する。 

⑤ 政策評価広報課は、政策評価書（事後評価）（案）に対し、政策評価委員会の意見を求

め、原則として8月末を目途に平成23年度環境省政策評価書（事後評価）を作成、公表し国

民からの意見・要望を受け付け、寄せられた意見・要望については関係する部局で適切に

活用するものとする。 

   ⑥ 評価の結果は、平成25年度の重点施策の企画立案及び予算要求等において活用すること

とし、ＰＤＣＡサイクルを適切に機能させていくことに努める。 

政策評価広報課は、評価結果の政策への反映について、必要に応じて施策の関係課室等

に対して意見を述べる。 

  ⑦ 東日本大震災への対応により政策評価の実施が特段の事情によって困難である施策につ

いては、適切な対応を検討するものとする。 


